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１．背景及び趣旨 

 

我が国は世界的にも長寿国であり、国民皆保険のもと高い保健医療水準を達成してき

た。しかし、高齢化の急速な進展に伴い、疾病構造も変化し、疾病全体に占める生活習慣

病の割合は増加し、死亡原因でも生活習慣病が約 6 割、医療費においても国民医療費の

約 3分の 1を占める状況にある。 

 

生活習慣病の中でも、特に心疾患、脳血管疾患等の発症の重要な危険要因である糖尿病、

高血圧症、脂質異常症等の有病者やその予備群が増加しており、またその発症前の段階

であるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）が強く疑われる者と予備群と考え

られる者が多くなっている。 

 

国民の生涯にわたる生活の質の維持・向上のためには、糖尿病、高血圧症、脂質異常症

等の発症、あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点を置いた取組みが喫緊の課題

となっている。 

 

このような状況に対応するため、「高齢者の医療の確保に関する法律」が制定され、2008

年度からは、保険者は 40 歳以上 74 歳以下の被保険者及び被扶養者に対し、糖尿病等の

生活習慣病に関する健康診査（特定健康診査）を実施し、その結果により健康の保持に努

める必要がある者には、保健指導（特定保健指導）を実施することが義務付けられた。 

 

特定健康診査等実施計画は、当健保組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法

に関する基本的な事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施に係る目標に関する基本

的事項について定めるものである。 

 

なお、本計画は、高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条に基づき、2024 年度から

2029 年度の 6か年計画となる。 
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２．特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項  

 

（１）特定健康診査等の基本的考え方  

日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断

基準を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能で

あり、発症した後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防すること

が可能であるという考え方を基本としている。  

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増

加等が様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者に

とって生活習慣の改善に向けての明確な動機付けが可能となっている。 

 

（２）特定保健指導の基本的考え方 

特定保健指導の目的は、生活習慣病予備群を生活習慣病に移行させないことである。

そのため特定保健指導では、対象者が健診結果から自らの健康状態を自覚し、生活習慣

の改善に自主的に取り組めるよう支援することが重要である。 

 

（３）事業者等が行う健康診断及び保健指導との関係  

労働安全衛生法に基づき事業者が実施した健康診断の結果データを当健保組合が受

領（健診費用は事業者が負担）することにより、特定健康診査の実施に代える。 

特定保健指導は、当健保組合が特定保健指導実施機関に委託して実施する。但し、労

働安全衛生法に基づく保健指導を行う事業主において、事業主に所属する産業保健ス

タッフの協力が得られる場合は、調整のうえ、特定保健指導の実施を依頼する。 
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３．九州電力健康保険組合の現状 

 

（１）現状 

 当健保組合は、九州電力株式会社を母体とし、グループ会社等 45社で構成する単一

の健保組合である。 

 加入者数（2023 年 12 月現在）は、54,335 名（被保険者数 24,998 名、被扶養者数

29,337 名）で、一般被保険者の平均年齢は 44.46 歳（男性 44.99 歳、女性 41.02 歳）

で、男性が全体の約９割を占める。 

 

 

（２）特定健康診査及び特定保健指導の実施状況 

2022 年度の特定健康診査受診者（40～74 歳）は、被保険者 15,483 名、被扶養者 4,240

名の計 19,723 名であり、受診対象者の約 76.6％が受診している。また、特定保健指導

の受診者は、全体で 1,414 名であり、指導対象者の 39.9％となっている。 

 

【特定健康診査】 

 受診形態 対象者数 受診者数 実施率 目標実施率 

被保険者 事業者健診 15,729 名 15,483 名 98.4％ 95.0％ 

被扶養者 特定健診 10,006 名 4,240 名 42.4％ 71.0％ 

合計 － 25,735 名 19,723 名 76.6％ 86.0％ 

注） 被扶養者は任意継続被保険者を含めた数を計上 

 

【特定保健指導】 

 支援対象者数 対象者発生率 受診者数 実施率 目標実施率 

動機付け支援 1,524 名 7.7％ 912 名 59.8％ 52.0％ 

積極的支援 2,019 名 10.2％ 502 名 24.9％ 52.0％ 

合計 3,543 名 17.9％ 1,414 名 39.9％ 52.0％ 
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４．達成目標  

（１）特定健康診査の実施に係る目標  

2029 年度における特定健康診査の実施率を 90.0％とする。  

この目標を達成するために、2024 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。  

 

①目標実施率 （被保険者と被扶養者の合計）（％） 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 
国が示す

目標値 

被保険者 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 － 

被扶養者 44.4 50.3 56.1 61.9 67.6 72.8 － 

合計 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0  90.0 

注） 被扶養者は任意継続被保険者を含めた数を計上 

 

②対象者数及び目標実施者数 

被保険者（人） 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

対象者数 15,814 15,432 15,050 14,668 14,286 14,076 

目標実施率（％） 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 

目標実施者数 15,656 15,278 14,900 14,522 14,144 13,936 

 

 被扶養者（人） 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

対象者数 8,444 8,263 8,082 7,900 7,719 7,352 

目標実施率（％） 44.4 50.3 56.1 61.9 67.6 72.8 

目標実施者数 3,751 4,152 4,531 4,887 5,221 5,350 

注） 被扶養者は任意継続被保険者を含めた数を計上 

 

 被保険者＋被扶養者（人） 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

対象者数 24,258 23,695 23,132 22,568 22,005 21,428 

目標実施率（％） 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0  

目標実施者数 19,407 19,430 19,431 19,409 19,365 19,286 
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（２）特定保健指導の実施に係る目標  

2029 年度における特定保健指導の実施率を 60.0％とする。  

この目標を達成するために、2024 年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。  

 

①目標実施率 （被保険者と被扶養者の合計）（％） 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 
国が示す

目標値 

合計 43.0％ 46.4％ 49.8％ 53.2％ 56.6％ 60.0％ 60.0％ 

 

②対象者数及び目標実施者数 

特定保健指導計 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

保健指導対象者数 3,486 3,490 3,491 3,487 3,479 3,464 

目標実施率（％） 43.0％ 46.4％ 49.8％ 53.2％ 56.6％ 60.0％ 

目標実施者数 1,500 1,620 1,739 1,855 1,969 2,079 

 

 動機付け支援 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

支援対象者数 1,499 1,501 1,502 1,500 1,497 1,490 

目標実施率（％） 62.2％ 65.7％ 69.2％ 72.6％ 76.0％ 79.2％ 

目標実施者数 932 986 1,039 1,089 1,137 1,181 

 

 積極的支援 

 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 2029 年度 

支援対象者数 1,987 1,989 1,989 1,987 1,982 1,974 

目標実施率（％） 28.6％ 31.9％ 35.2％ 38.6％ 42.0％ 45.5％ 

目標実施者数 568 634 700 766 832 898 

動機付け支援 7.7% 積極的支援 10.2% 

＊特定保健指導対象者の全健保組合発生率：動機付け支援 8.1%  積極的支援 10.2% 

＊当健保組合の特定保健指導対象者発生率：動機付け支援 7.7%  積極的支援 10.2% 
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５．特定健康診査等の実施方法 

被保険者の特定保健指導において、事業者に所属する産業保健スタッフの協力を得て保

健指導を実施する場合は、特定保健指導実施機関に代わり、産業保健スタッフが実施する。 

 

（１）実施場所 

① 特定健診 

被保険者は、事業者が実施する健康診断を受診する。（「特定健康診査等の実施方法

に関する基本的な事項」参照） 

被扶養者及び任意継続被保険者（以下、被扶養者等）は、原則、集合契約を締結し

た健診機関及び当健保組合が個別契約を締結した健診機関において受診する。 

② 特定保健指導 

特定保健指導については、特定保健指導実施機関に委託し、指定の場所で実施する。 

 

（２）実施項目 

実施項目は、標準的な健診・保健指導プログラム第２編第２章に記載されている健診

項目とする。 

 

（３）実施時期 

実施時期は、通年とする。 

 

（４）委託の有無 

被扶養者等の特定健診の実施（費用決済を含む）、被保険者及び被扶養者等の特定保

健指導の実施については、以下のとおり委託して行う。 

① 特定健診 

被扶養者等の特定健診は、代表医療保険者を通じて健診機関の全国組織との集合契

約を締結し、費用決済の代行機関として社会保険診療報酬支払基金を利用し、全国で

の受診が可能となるよう措置する。また、当健保組合が個別契約をした健診機関につ

いても受診が可能となるよう措置する。 

② 特定保健指導 

被保険者及び被扶養者等の実態及び当健保組合の実情に応じた特定保健指導実施機

関へ委託する。 
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（５）受診方法 

① 特定健診 

ア）受診券 

被扶養者等に対して、当健保組合が委託した健診機関での受診時に必要となる

受診券を発行し、対象者に送付する。 

イ）受診方法 

当該被扶養者等は、受診券を委託先健診機関に被保険者証とともに提出して特

定健診を受診する。（離島に在住している等で、近隣に委託先健診機関がない場

合は、「償還払いによる方式」による受診も可能とし、受診者が選択する健診機

関等で特定健診を受診する。） 

ウ）費用負担 

特定健診項目のみを受診した場合の個人負担は無料とする。 

また、人間ドック等において特定健診を受診する場合（特定健診項目の受診が

必須）は、当健保組合が独自に保健事業として実施する人間ドック補助事業を利

用できるものとし、その場合、特定健診費用と人間ドック補助限度額（１５，０

００円）の合算した額を超過した金額について受診者の個人負担とする。 

② 特定保健指導 

ア）実施方法 

保健指導機関が特定保健指導対象者と日程等について調整を行い、保健指導

を実施する。 

イ）費用負担 

特定保健指導を実施した場合の個人負担は無料とする。 

 

（６）周知・案内方法 

特定健康診査及び特定保健指導に関する情報の周知及び案内は、当健保組合機関紙

等に掲載するとともにホームページに掲載して行う。 

また、被扶養者等については、受診券の送付と併せて、特定健診等事業の詳細内容に

ついて案内を行う。 

 

（７）結果データの受領方法 

受領方法は以下のとおりとする。なお、特定健診・特定保健指導結果データの保管年

数は５年とする。 

① 特定健診 

被保険者分は、事業主又は事業主が委託する健診機関等からデータを受領して、当

健保組合で保管する。 
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被扶養者等分は、社会保険診療報酬支払基金から電子データを受領して、当健保

組合で保管する。但し、償還払い方式による場合等は受診者本人から紙データによ

り受領したものをデータ化して、当健保組合で保管する。 

② 特定保健指導 

委託する特定保健指導実施機関から電子データを受領して、当健保組合で保管する。 

 

（８）特定保健指導対象者の選出の方法 

特定保健指導の対象者については、標準的な健診・保健指導プログラム第２編第３章

において示されている手順により選出する。 

 

６．個人情報の保護 

特定健康診査等の事業の実施に当たっては、九州電力健康保険組合個人情報保護管理

規程を遵守する。 

外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。 

 

７．特定健康診査等実施計画の公表・周知  

本計画の周知は、機関誌やホームページに掲載する。 

 

８．特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

当計画は、2026 年度に 3 年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合その他必要

がある場合には、見直すこととする。  

 

９．その他 

特定健康診査・特定保健指導を円滑に実施していく上で、また実施率を向上させる上で、

事業主の協力が必要不可欠であり、各事業主との緊密な連携・協力体制を構築するため、

さまざまな情報提供・啓発活動に努める。 


